
別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
2  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
9
№
30
会計

一般 0 2 0 1 0 9 0 1 0 5 1 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO） ✔  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標 ✔  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
①手段：平成28年度の実績（平成28年度に行った主な活動を具体的に記載）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】

 他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

①手段：平成29年度の事業計画（平成29年度に計画している主な活動を具体的に記載）

②対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③意図（この事業によって、対象をどう変えるのか
 事業費削減（歳入確保）余地がある⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

✔  事業費削減（歳入確保）余地がない⇒【以下に理由を記入】

④結果：基本施策の目的や効果を高めるためのこの事業の貢献度

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) 担当課評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・具体的に記載
✔ 事業のやり方改善（公平性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

事業統廃合・連携 縮小 休止 廃止

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題とその解決策

(6) ＜目標達成基準，見直し・廃止基準＞この事業はどのような状態となれば目標が達成されたことになりますか。また、見直し・廃止となりますか？

市民・市民活動団体・事業者・ＮＰＯ法人が、まちづくりへ積極的に参画してもらう。

組織規則では「広聴活動に関すること」が政策経営課、「法律、行政相談等市民相談に関すること」が生活コ
ミュニティ課に位置づけられている。これら部署間の連携強化または広聴専門組織を設置することによる統合
の可能性がある。

事務事業名

政策名

施策名

予算科目

本事業の廃止・休止は、市民の要望等に対応できなくなることにつながり、市民からの信頼を失うことや市民
が要望する場を失うこととなるので影響が大きい。

←実施計画上の重点項
目

③ 廃止・休止の成果への影響

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確
保余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

ア．要望・陳情等の受付
イ．要望・陳情のあった部署と調整
ウ．各部署の回答案を取りまとめ回答

(4) 改革・改善による期待成果

陳情等の対応に関しては、団体側より主管課との十分な協議を求め
られている一方、主管課においては、事務量の増加になっているとの
意見もあり、担当窓口の一本化など市民・団体に分かりやすい広聴
機能の構築と事務の簡素化を検討する必要がある。

事業のやり方改善（有効性改善）　 事業のやり方改善（効率性改善）　

平成28年度と同様

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

市における広聴機能の位置づけ、方向性の確認。
なお、平成２９年７月１日より、広聴機能が市長室の所管となる予定である。

向
上

×

扶助費
補助費等

物に係るコスト計（Ｇ）

×
維
持

低
下 ×

・組織間の連携強化
・若年者の意見を取り入れる制度の検討、構築

○

コスト
削減

事業の内容が一部の受益者に偏って
いて不公平ではないか？受益者負担
が公平・公正になっているか？

すべての市民・団体に要望する機会があるので、公平・公正である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化
余地

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

要望・陳情等の事務について必要最小限の人件費で対応している。

要望・陳情の内容は市政に対する市民・団体の声であり、行政が関わる必要がある。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待
できないのか？

当課においては、要望・陳情の内容が市の複数の部署に属する政策的な案件について処理をしているが、
各部署単独の案件については個々に対応しているため、広聴機能が庁内で一本化されていない状況であ
る。関係部署の連携強化、対応窓口の統合により、市民・団体に分かりやすい広聴機能を構築できる可能性
があることから成果を向上できる余地がある。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に
役立っているか？)

事業費はない。

重点施策に該当する場合、ここか
ら該当項目を選択してください 公

共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要がある
か、民間や受益者ができる事業か？か
つ、行政が行うとした場合、国・都が行
う事業か、それとも市が行う事業か？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

維持 増加

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

収支差額（K）=(J)-(I)
一般財源投入割合

繰入金
使用料及び手数料
分担金及び負担金
都支出金

収
入
内
訳

収入計（J）

国庫支出金

その他

繰出金

その他

事業期間

支
出
内
訳 維持補修費

再任用職員従事人数

移転支出的なコスト

移転支出的なコスト計（Ｈ）

その他

物に係るコスト

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数
延べ業務時間

嘱託職員人件費計（Ｅ）

物件費

人に係るコスト

うち委託料

その他

100%
-1,000

0千円

千円

千円

100% 100% 100% #DIV/0!
0-700-700-1,000
0000

700

1308 1201

1,0001,000

（決算）（Ａ）

0700

0

人

件

件

43.5

0

000

0

00

0 0 0 0

7 3 6 1

74303 74546 75054 75466

0

00

00000

要望等広聴事業

人

人に係るコスト計（Ｆ）

0

00
1,000

上位成果指標
（結果の達成度を表
す指標）

（決算）（決算）

延べ業務時間

正規職員人件費計（Ｃ）

時間 220

1

7001,000

000

0

千円

千円

千円

千円

千円

成果指標（対象
における意図の達成
度を表す指標）

千円

時間

700

課長名

項 目

所属部

所属係

単年度繰返

9 自治体経営

基本施策30　市民連携・市民協働・市民参画の推進

0

款
法令根拠

政策経営課
（特命担当）

山本　俊彰

所属課政策経営部

事業コード

6

千円

平成27年度

②

③

④

手段

対象 対象指標（対象
の大きさを表す指標）

意図

結果

活動指標（事務
事業の活動量を表す
指標）

千円

千円

％

千円

千円

件

（決算）
平成25年度
（決算）

7 3

項目

①
件

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

（決算）（Ａ）
平成26年度

千円

正規職員従事人数
延べ業務時間

項目

3人

人

千円

時間

人

1,100

0

100%
-1,100

0

0

1,100
0

-3000

0

00

07007001,0001,100 1,000

300
0

0
0
0

0

0
0

平成29年度

4 3
200 200 140

-300

-300

74381

（当初予算)
平成28年度
（決算見込み)（Ｂ）

（Ｂ）-（Ａ）（目標値)（当初予算)（決算見込み)（Ｂ）

27.2

成
果

差額
（Ｂ）-（Ａ）

目標年度
（目標値)

0
0

0

名称 単位

差額
単位

平成25年度 平成26年度 平成27年度

-5

508

0

-5

0

-16.3

-552

0

平成28年度 平成29年度 目標年度

要望・陳情等（主に団体から）の受付件数

要望・陳情等（主に市民から）の受付件数

国立市の人口（4月1日現在）

要望・陳情等（主に団体から）に対する回答件数

要望・陳情等（主に市民から）に対する回答件数

市政に参画した市民の人数（市政参画の機会１回ごとの平均参加人数）

市民からの意見・相談・陳情件数 649

4
140

件

0

0
0
0
0
0

要望、陳情、苦情、意見等を市政に反映することができる。

3

0
0

0

-60

評価実施

裁量性の小さい理由・根拠

政策経営係

0
0

0

市民
団体

事業類型を選択してください。

29 年度平成 　　事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

（事務事業の内容）
市民・団体からの要望、意見、苦情及び陳情等を受付け市政に反映させる事業である。
（事務の内容）
来庁、電話、手紙等の方法により寄せられた要望・陳情等で、内容が市組織の複数の部に属する政策的な案件に
限り政策経営課にて対応している。
①政策経営課が受け付けた要望・陳情等を内容・項目ごとに担当部署に振り分け、回答を依頼。
②担当部署からの回答を取りまとめ、理事者と調整
③回答を要望・陳情等提出者へ送付する。
内容によっては、要望・陳情者等と担当部署（政策経営課含む）とが一堂に会し、話し合いを実施する。

事務事業の概要（事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述） この事業を開始した経緯（いつ、どのような経緯で開始したか）



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】

№

会計
0 2 0 1 0 9 0 1 0 5 0 0 0

 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
①手段：平成28年度の実績（平成28年度に行った主な活動を具体的に記載） ✔  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】

 他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

①手段：平成29年度の事業計画（平成29年度に計画している主な活動を具体的に記載）

②対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③意図（この事業によって、対象をどう変えるのか
 事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④結果：基本施策の目的や効果を高めるためのこの事業の貢献度

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) 担当課評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・具体的に記載
✔ 事業のやり方改善（公平性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

事業統廃合・連携 縮小 休止 廃止

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題とその解決策

(6) ＜目標達成基準，見直し・廃止基準＞この事業はどのような状態となれば目標が達成されたことになりますか。また、見直し・廃止となりますか？

事業類型を選択してください。

29 年度平成 　　事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

広域な分野での市民・地域・ＮＰＯ・事業者等との市民参画と協働によるまちづくりを積極的に推進するため、くにたち
ＮＰＯ活動支援室の運営をくにたち地域コラボに委託し、各種情報の集約・発信、交流の機会の提供等を実施してい
る。

事務事業の概要（事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述） この事業を開始した経緯（いつ、どのような経緯で開始したか）

評価実施

裁量性の小さい理由・根拠

平成16年度から

市民連携推進係

0
0

0

ア）市民
イ）NPO等市民活動団体

協働事業の実施。
市民参画の機会の創出。

1

0
6

0

0

0

0
0
0
0
0

1
800

0

平成28年度 平成29年度 目標年度

広報紙の発行

講座・交流会の開催

人口

NPO団体数

NPO等と市の協働事業の数

0

-28

0

0

0

名称 単位

差額
単位

平成25年度 平成26年度 平成27年度

0

508

成
果

差額
（Ｂ）-（Ａ）

目標年度
（目標値)

0
0

0

74,492

（当初予算)
平成28年度
（決算見込み)（Ｂ）

（Ｂ）-（Ａ）（目標値)（当初予算)（決算見込み)（Ｂ）

54

平成29年度

1 1
800 800 800

0

6

-6
0

0
0
0

0

0
0

04,0004,0004,0004,000 4,000

00

00

2,002

1,448
2,004
1,448

0

2,002
4,000
0

0

100%
-6,002

0

人

千円

時間

人

6,002

（決算）（Ａ）
平成26年度

千円

正規職員従事人数
延べ業務時間

項目

1人

項目

①
回

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

回

（決算）
平成25年度

（決算）

3 3

千円

千円

千円

％

千円

平成27年度

②

③

④

手段

対象 対象指標（対象

の大きさを表す指標）

意図

結果

活動指標（事務

事業の活動量を表す
指標）

千円

1

款
法令根拠

生活コミュニティ課

村山　幸浩

所属課生活環境部

事業コード

3

課長名

項 目

所属部

所属係

単年度繰返

9 自治体経営

基本施策30　市民連携・市民協働・市民参画の推進

千円

千円

成果指標（対象

における意図の達成
度を表す指標）

千円

時間

4,000

千円

千円

千円

3 3

4,0004,000

000

1

上位成果指標
（結果の達成度を表す
指標）

（決算）（決算）

延べ業務時間

正規職員人件費計（Ｃ）

時間 800

00
4,000
2,028

NPO活動等推進事業

2,010 2,054
1,448 1,492

人に係るコスト計（Ｆ）

1

26

02,0542,0102,0042,028

1 1

00

74,271 74,546 75,054 75,466

71

54 54 54 54

88 89 99 71

26 26

0

262626

6

026

26

0

人

団体

件

（決算）（Ａ）

06,0806,0306,054 6,036

0000

100% 100% 100% #DIV/0!
0-6,080-6,036-6,030

その他

100%
-6,054

0千円

千円

千円

移転支出的なコスト計（Ｈ）

その他

物に係るコスト

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

延べ業務時間
嘱託職員人件費計（Ｅ）

物件費

人に係るコスト

うち委託料

その他

繰出金

その他

事業期間

支
出
内
訳 維持補修費

再任用職員従事人数

移転支出的なコスト

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

収支差額（K）=(J)-(I)
一般財源投入割合

繰入金
使用料及び手数料
分担金及び負担金

都支出金収
入
内
訳

収入計（J）

国庫支出金

現時点でもくにたちＮＰＯ活動支援室の独自の収入活動の補填により当事業を実施している状況にあるので、こ
れ以上の事業費の削減の余地はない

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください 公

共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

委託事業における委託費の限界と、総合的な施策領域の面での整理

維持 増加

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

担当者１名（事務比率30％）が主に担っており人権費の削減の余地はない。

市とＮＰＯ等市民活動団体との協働の推進であるため、公共関与は妥当である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

市とＮＰＯ等市民活動団体との協働は、さらなる推進を図るべきものであることから成果の向上余地はあるものと
判断する。
なお、現状でのくにたちＮＰＯ活動支援室の委託事業においては委託費の限界も見受けられ、総合的な施策領
域の面での整理も必要と考える。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

コスト
削減

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

市民連携・市民協働・市民参画の推進として、市民やNPO等市民活動団体を対象としているため、受益機会・費
用負担は公平・公正である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

本事業は、目的が達成された状態の見極めも困難であり、継続して取り組む事業であることから、廃止に至ることは難しいと判断する。

委託事業における委託費の限界と、総合的な施策領域の面での整理

×
維
持

低
下 ×

委託事業における委託費の限界と、総合的な施策領域の面での整理

○情報発信の工夫や各団体等への呼びかけの積極的な働きかけが必要と感じるが、委託費の限界も影響している。 向
上

×

扶助費
補助費等

物に係るコスト計（Ｇ）

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

ア）イベント情報、助成金などの情報発信（メール通信）　　イ）講座・交流会の実施（クラウドファンディング）：38名参加
ウ）広報紙の発行（年３回）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　エ）市民や団体からの相談対応
オ）交流等スペースの提供

(4) 改革・改善による期待成果

本事業の活動により、くにたちＮＰＯ活動支援室の会員が9人増え81人と
なったが、市民や団体からの相談や交流スペースの活用は低い状況にあ
ることから、さらなる活動の推進が必要。

事業のやり方改善（有効性改善）　 事業のやり方改善（効率性改善）　

平成28年度と同様

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

市民参画と協働によるまちづくりの推進につながる。

本事業の類似事業はない。

事務事業名

政策名

施策名

予算科目

協働の推進に影響が生じる。

←実施計画上の重点項
目

③ 廃止・休止の成果への影響

効
率
性
評
価


